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小・中学校におけるリスク対応に関する文化人類学的研究
～医療的ケアが関係するリスク対応を中心に～
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　本稿の目的は、小・中学校における医療が関係
するリスク対応の実態を文化人類学的研究方法に
よって記述・分析することである。
　日本における近年の高度医療の普及や社会状況
の変化などによって、医療的ニーズの高い子ども
が年々、増加してきており、特別支援学校をはじ
めとして小・中学校においても、様々な医療的な
配慮を必要とする児童生徒が在籍するようになっ
た。一方、学校は児童生徒が安全・安心して過ご
せる場であることが求められており、危機管理は
もちろんのこと、好ましくない事態の発生を未然
に防ぐ活動を含めて、安全管理の取組が必要だと
いうことになってきている。このような状況に加
えて、医療的な対応が必要な子どもの平等な教育
機会の確保等を求められる学校現場では、子ども
達の多様な医療的ニーズに応えると同時に事故
の回避やリスクを低減させるための工夫が必要と
なっている。
　では、誰が学校における医療的な対応を担うの
だろうか？この点において、近年の法制度の変化
は、学校現場に少なからず混乱を招いていると言
えよう。
　平成元年以降、養護学校（現在では特別支援学

校と呼称）を中心に重度の障害児が増加すること
によって、教職員が担ってきた行為が法の整備に
よって医療行為とみなされるようになり、結果と
して医師や看護師でないと行ってはならない行為
へと変化した。医療的な支援が必要な児童生徒が
いることを前提とした法整備が進み、医療的な支
援を必要とする子どもの介助のうち幾つかの行為
は教職員が手出しできなくなり、医療従事者であ
る看護師などが学校に派遣されることになった。
しかし、緊急事態が発生した際には、看護師の派
遣が間に合わないこともあるし、通常の学校体制
ではない野外活動や修学旅行での対応はどのよう
にすべきなのだろうか？すなわち、医療的な対応
が必要な児童生徒が学校に在籍する以上、教職員
は何らかの対応をせざるを得ない状況が存在する
のであるが、教職員は、そのための必要な訓練を
受けているわけではない。
　そこで、医療的な介助などが必要な児童生徒が
学校に在籍するという現実に直面しながらも、学
校現場では、次のような矛盾を抱え込むことにな
る。
（１）教職員の医療行為は、法的には違法とされ
ながらも、現実には、介助を行わざるを得ないこ
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と。
（２）学校は、安全・安心な学校生活を保障する
という観点から、事故後の危機管理のみならず、
事故の未然防止にも組織的に対応することが教職
員に求められていること。中でも、痰の吸引など
はハイリスク・ケースであること。
（３）医療的ケアに対するリスク対応には、組織
の整備や事前訓練が求められるが、医療行為は教
職員の所掌事項ではないため、職務内容に含まれ
ていないこと。
　このような矛盾を抱えながらも、現実には、医
療的な対応が必要な子どもの平等な教育機会の確
保等を求められる学校現場では、学校保健の専門
家である養護教諭だけでなく、教諭や栄養士や給
食調理員などの非医療従事職の教職員が子ども達
の多様な医療的ニーズに応えると同時に、看護師
などの医療従事職と連携しながら事故を回避した
り、リスクを低減したりするための実践を行って
いる。
　そこで、本稿の目的である小・中学校における
医療的な支援が関係するリスク対応を理解するた
めには、まず、第一にどのような実践が行われ、
そこに、どのような多職種間の協力や連携が見ら
れるかを明らかにする必要がある。第二に、相矛
盾する多様な要求の中で、関係する教職員が、ど
のように自らの職業観や安全管理、医療事故など
のリスクについて考えているのか、そして、どの
ような葛藤（ジレンマ）を経験しているのかを明
らかにする必要がある。最後に、それぞれの専門
家が学校現場で抱える職業上の葛藤を論じるとと
もに、多職種間の連携を成り立たせるための学校
現場の工夫を検討することで、リスク対応の現状
と課題を明らかにしたい。これら一連の問いかけ
を解明するために、本稿では、医療が関係するリ
スク対応の事例として、食物アレルギー、新型イ
ンフルエンザ、痰の吸引などの三つを取り上げ、
教育や医療に関係する制度的専門家（以下、専門
家）の語りを中心として、文化人類学的研究手法
によって記述、分析する方法をとって、疑問を解
明している。
　研究の方法については、参与観察やインタ
ビューによって得られた質的データをもとにし

て、医療的な対応を迫られながらも、医療事故の
リスクを回避するために教職員などの専門家が連
携し、葛藤に苦悩しながらも教育の意味を再構築
していく有様を、文化人類学的研究法方法により
記述する。なお、事故などの危機的状況がなるべ
く起きないようにする対応をリスクマネジメント
（未然防止）と呼び、事故が発生した時とその後
の活動のことをクライシスマネジメント（危機管
理）と呼ぶが、両者の区別がはっきりとはしてい
ないことから、リスク対応は両者を含めた意味と
する。
　アンケート調査は広島市内の中学校64校に実
施し、聞き取り調査は筆者が関わった学校給食セ
ンター 1ヶ所、中学校2ヶ所、小学校2ヶ所、特
別支援学校2ヶ所をフィールドとし、教職員への
インタビューは平成16年度から平成25年度の約
10年間で実施した。フィールドにおいて、筆者
は学校に勤務しており、結果として長期にわたっ
ての参与観察が可能となったが、筆者の問題意識
が調査事実に反映していることを考慮しなければ
ならなかった。また、決まった時間等を設定した
フォーマルな面接調査は難しいため、こうしたイ
ンタビューのデータとして示す以下の語りのほと
んどは、インフォーマルな形の面接で行われたも
のであり、面接対象者の許諾を得て録音又はノー
トに記録したものである。
　本稿は、序章を含めて、六章より構成される。
序章では、先行研究に対する批判的評価から、本
論文で取り扱う問題と方法論を提示する。次に、
第一章では、学校において医療が関係するリスク
に対応する際の現状について理解するために、学
校保健法の改正や関係する教職員の役割を見つ
つ、管理職に対するアンケート結果から、管理職
がどのような事柄を課題とみなしているかについ
て論じ、リスク対応のための学校体制の課題を検
討する。
　第二章から第四章では、リスク対応の課題を検
討するために具体的な事例の検討を行う。第二章
では、リスク対応の観点から未然防止としての教
職員の活動自体は、通常業務の範囲内でローリス
ク・ケースではあるものの、除去食の取り違えな
どの過失を犯すと緊急対応としての医療行為を行
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わざるを得ない例として、食物アレルギーの対応
を取り上げた。教職員は、制約のある様々な条件
の中で安全に給食を実施するために、多職種連携
を継続しており、養護教諭や栄養士などの専門家
の語りをとおして、多職種連携の工夫を検討した
結果、リスク認識の共有化よりも専門家が連携す
ることを優先していることが分かった。第三章で
はリスク対応の観点から、事故（クライシス）が
起きた例として、新型インフルエンザという未知
なる感染症のリスク対応の事例を取り上げた。新
型インフルエンザの正確な情報把握が困難であっ
た経験や事故回避しない限りは決して解消されな
い事故後の保護者・児童生徒対応での矛盾を経験
した教諭や養護教諭などの語りをとおして、一連
のリスク対応について検討した結果、未然防止を
重視し、できるだけ事故をおこさず現場がうまく
いくことを優先していることが分かった。第四章
では、リスク対応の観点からして、未然防止の活
動ではあるものの、実施する行為そのものが医療
行為であり、ハイリスク・ケースである例として、
痰の吸引などの対応を取り上げた。校内体制には、
人的不足や教職員の無理解、組織体制の不備など
数々の悪条件があるものの、子どもの健康や安全
を確保し、教育が継続できるように、多職種連携

を成り立たせながら、痰の吸引などを実践してい
る教職員や看護師などの専門家がいる。こうした
関係者の語りをとおして、リスク対応における専
門家の経験を検討した結果、多職種連携を妨げる
葛藤の一端が明らかになった。
　終章では、三つの事例分析の結果、医療的支援
を必要とする子どもに関するリスク対応の実践で
は、学校の教職員をはじめ学校医、看護師などの
専門家が、実践上の葛藤が有りながらも、子ども
の死亡といった事故の回避や教育の継続のために
多職種連携を継続し、リスク対応、特に未然防止
の活動を工夫して実践していることが分かってい
る。リスク対応の現状と課題を明らかにするため
に検討した結果、判断規準の葛藤や職務範囲の葛
藤など、リスク対応する専門家が抱える葛藤のい
くつかを明らかにした。また、専門家は、多職種
連携の難しさや実践における葛藤があるものの、
多職種間の連携を継続して成り立たせるための工
夫を行っており、情報の共有化などを目的とした
コミュニケーションに加え、相手の話に傾聴し、
専門家相互の理解を深めるための対話を重要視し
ていることが分かった。しかし、医療的な支援の
継続を優先するあまり、時として、リスク認識の
共有化がおろそかになっていることを指摘した。


